
















































































































































































ユ955年1960年1965年 1970年 1975年801960年1965年1970年 1975年 1980年
三大都市圏 3，085 3，496
??，
4，5585，0295，27513．3 15．6 12．8 10．34．9
地　方　圏 5，923 5，9345，8815，9086，1656，431 0．2△0．9 0．5 4．4 4．3
全　　　国 9，0089，4309，9210，467 11，1941 ，7064．7 5．2 6．5 6．94．6
三大都市圏 34．3 37．1 40．7 43．5 44．945．1??｝?ェ??
地方圏 65．7 62．9 59．356．5 55．154．9

































































1955年 1960年 1965年1970年1975年 1980年
同実績
i10億円）
東　京　圏 24．4 27．4 30．028．5 30．22 29．2 30．1 60，979
名古屋圏 6．4 7．2 6．9 6．87．48 6．9 6．8 13，859
大　阪　圏 14．6 15．7 16．9 16．7 16．68 15．3 15．1 30，585
三大都市圏 45．4 50．3 53．8 52．04．38 51．4 52．0105，423
地　方　圏 54．6 49．7 46．2 48．05．62 48．6 48．0 97，234





































1955年1960年 1965年 1970年 1975年 1978年1980年
全　　国 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
東京都 170．7 182．4 176．2 152．9 146．9148．9 156．9
神奈川県 120．3 134．3 137．3 119．9 112．3113．3 111．5
大阪府 139．9 154．4 154．7132．0 115．0 1ユ1．1 117．8
静岡県 92．5 97．5 94．8100．5 95．1 95．5 89．9
岡山県 86．2 77．4 8L2 97．2 96．5 98．5 94．3
新潟県 84．6 76．5 80．9 83．8 89．0 86．2 85．8
鹿児島県 55．8 49．8 56．4 55．9 70．7 75．1　， 69．6
青森県 71．1 62．7 67．1 67．4 75．2 77．7 71．5
島根県 76．6 69．4 67．6 62．6 75．5 77．2 78．9































1955年 1960年 1965年1970年 1975年 1979年
東　京　圏 16．8 17．4 20．5 21．7 22．3 22．9?
名古屋圏 10．4 10．3 ！0．2 9．9 9．6 9．7?
大　阪　圏 15．5 16．4 16．4 17．7 18．4 18．3
所 三大都市圏 42．7 44．1 47．1 49．3 50．350．9
数 地　方　圏 57β 55．9 52．9 50．7 49．7 48．1
合　　計 100．0 100．0 100．0 100．01 0．0 100．0
東　京　圏 21．9 24．9 25．9 25．2 23．3 23．ユ?
名古屋圏 1LO 10．8 ！0．6 10．2 9．9 10．0?
大　阪　圏 19．4 19．9 18．6 17．6 16．3 15．8? 三大都市圏 52．3、 55．6 55ユ 53．Q 49．5 48．9
数 地　方　圏 47．7 44．4 44．9 47．050．5 51．1
合　　計 100．0 ！00．0 100．0 100．0 100．0 100．0
東　京　圏 24．8 28．3 30．0 29．6 26．9 26．6















額 地　方　圏 42．1 37．9 38．039．5 44．6 45．4





1965年1970年1976年 1979年1965年 1970年 1976年 1979年
東　京　圏 29．9 25．0 25．627．2 22．1 24．7 22．8 19．5
名古屋圏 10．4 11．9 9．1 11．7 7．8 6．8 6．9 5．6
大　阪　圏 17．3 15．8 ユ2．3 12．7 12．1 13．3 9．8 7．！
三大都市圏 57．6 52．7 47．051．6 42．0 44．8 39．532．2




















































全　国 100．0100．0 100．0 100．0 100．0
東　京 112．8 117．3 106．592 9 89．1
ネ申奈川 111．1 122．790．9 89．8 80．9
愛　知 183．4101．9104．192．7 84．7
大　阪 115．0 140．6 109．796 0 90．4
静　岡 93．8108．983．2 76．4 73．0
新　潟 88．4131．8 118．0114．1109．7
長　野 101．5100．499．9 100．7！03．3
和歌山 107．2115．ユ 94．5 95．91．6
岡　山 77．7 80．7 87．7 90．995．9
青　森 75．6 78．1 81．1 89．8 113．9
山　梨 175．7102．597．8 114．11 4．8
島　根 94．6128．6101．8123．8 129．8
高　知 90．7115．2 122．0ユ19．3142．3



















1960年1965年 1970年1973年 1975年1960年 1965年1970年 1973年1975年
全　国 100．0100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0ユ00．
東　京 97．0 67．1 70．6 50．0 47．0211．0 192．7157．1 140．9 133．9
神奈川 99．8 175．3 73．5 68．6 63．1 253．1145．2 123．3 121．5 114．7
愛　知 177．8120．0 85．5 72．3 67．0ユ01．0 ユ11．3 1工6．6 ユユ0．4 ユ06．0
大　阪 81．4 125．6 80．5 74．4 68．1 223．3 171．9 135．0135．2134．1
静　岡 100．2 191．296．8 82．2 71．0 62．7 81．4 75．0 73．6 63．1
新　潟 94．2 126．8104．413工．3 165．3 42．5 75．0 62．771．6 68．5
岐　阜 101．7 96．2 94．7 133．7 99．6 45．4 54．3 64．880．2 85．1
和歌山 110．2 161．8114．1 114．2 84．9 52．0 76．0 75．0 76．883．8．
岡　山 87．0 70．7 98．3 107．3 135．842．8 58．1 78．0 75．8 71．4
青　森 87．2 77．085．8 93．7 121．2 61．1 62．4 64．869．7 76．4
山　梨 70．5 136．8 100．9 204．3 223．07 ．9 63．3 76．868．5 70．2
島　根 104．7 139．9111．0 85．5 ユ27．8 38．5 52．0 66．564．5 77．6
高　知 103．5 141．8ユ53．7 108．4 132．6 32．4 58．872．1 82．3 82．8

















地 方　税 の 全　国 比 地方税＋地方交付税＋地方譲与税の全国比
1957年 1964年1973年 1978年1982年1957年 1964年 1973年 1978年1982年
A．東京都 29．3 29．4 25．625．8 25．2 18．8 18．0．17．8 15．7 16．2
神奈川県 4．7 6．4 5．9 5．96＝’3 3．2 3．9 4．1 3．9 4．1
愛知県 6．1 6．8 6．9 6．6 6．8 4．0 4．2 4．8 4．3 4．4
大阪府 10．5 10．8 9．8 8．3 8．2 6．6 6．6 6．8 5．6 5．3
小　計 50．6 53．4 48．2 46．646．5 32．6 32．7 33．529．5 30．0
B新潟県 1．5 1．4 L5 1．6 1．5 2．4 2．4 2．32．3 2．3
長野県 1．3 1．2 1．3 1．4 1．4 2．1 2．0 1．8 1．8 1．8
静岡県 2．9 3．4 3．1 2．8 3．0 2．3 2．4 2．4 2．4 2．4
岐阜県 1．3 L2 1．3 1．3 12 1．6 1．6 1．6 1．6 1．6
広島県 1．8 2．1 2．2 2．0 2．0 2．0 2．0 2．0 2．1 2．0
小　計 8．8 9．3 9．4 9．1 9．1 10．4 10．4 10．1 10．2 10．1
C青森県 G．6 O．5 0．6 0．80．7 1．4 1．4L4 1．5 L6
山梨県 0．3 0．4 0．4 0．5 0．5 0．9 0．9 0．8 0．9 0．9
島根県 Q．4 Q．3 0．3 o．4 0．4 ！．0 1．O ！．0 1．o 1．G
高知県 0．4 0．4 0．4 0．4 0．41．1 1．1 1．0 1．0 1．0
鹿児島県 0．6 Q．5 0．7 O．8 O．8 1．8 1．8 L7 1．7 L7
小　計 2．3 2．1 2．4 2．9 2．8 62 6．2 5．9 6．1 6．2
北海道 3．8 3．3 3．5 3．7 3．6 5．5 5．2 4．9 5．G 52
















1965年 1975年1982年 1975年 1982年
全　国　平　均 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
東　　　京 186．4 179．8 239．5 148．7 150．1
神　奈　川 147．3 116．7 107．461．5 67．6
愛　　　知 131．6 126．2 131．175．8 82．3
大　　　阪 155．6 134．8 119．6 78．0 75．8
静　　　岡 107．8 102．5 105．575ユ 83．3
新　　　潟 74．5 77．9 73．8 ！16．0 112．3
岐　　　阜 78．7 85．8 75．2 98．5 97．2
和　歌　山 85．2 82．5 76．3126．8 120．7
岡　　　山 77．9 96．7 81．0 93．5 99．7
青　　　森 50．3 54．9 53．8 122．0 王22．5
山　　　梨 55．7 67．2 72．6128．！ 129ユ
島　　　根 52．0 59．8 60．6155．8 154．7
高　　　知 56．5 64．2 57．3153．5 151．4
鹿　児　島 39」 49．3 54．0 123．4 113．8
注　一人当り一般財源は一人当りの地方税に地方交付税及び地方譲与税の調整財源を
　加えたもの．「地方財政臼書』昭和52年版，昭和59年版による．
Cグループの調整後の一般財源のシェアは近年変らない。
　これを人ロー人当りの地方税額と地域差指数，一人当り一般財源の地域差
指数でみよう。第9表は，これを示すものであるが，人ロー人当り地方税額
は，1965年には大都市圏の東京都と地方圏の鹿児島では，前者が4．8倍，神奈
川県と鹿児島県とでは前者が3．8倍に達する開きがあったものが，1975年には
それぞれ3．6倍，2．4倍に縮小している。しかし，1982年目は，東京都が鹿児
島県の4．4倍と一面で拡大傾向もみとめられる。なお，人ロー人当り一般財源
では，逆に大都市圏のそれが地方圏のそれの二分置一程度にとどまっている
ケースもみとめられヶ地方財政調整制度による一人当り地方税に対する地域
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（16）
再配分効果はやはりなおかなり大きくなっている。
〔交通情報格差その他〕
　以上にみるような，地域格差の指標に加えて，近年地域格差を人間定住の
条件から改めて検討してゆくべきだとする考え方もみられるに至っている。
それは，三全総計画（さらには策定中の四全総計画）の中でも浮上してきて
いる問題点の一つともみられるが，地域格差の数量的指標の検討のみならず，
さらに，地域定住の条件といった質的な条件を含めて総合的な価値判断を行
ってゆく視角の必要である。
　この点での近年の大きな問題点の第ユに，地域における交通通信・情報格
差ともいえるものをどのように把握するかの課題がある。つまり，戦後日本
経済の高度蓄積過程をへる中で，一人当り県民分配所得の格差，社会資本施
設等の格差等はある程度縮小し，地域間の平準化が進んだが，その中で，な
お中央とのいわゆる「情報格差」（交通通信の格差を含む）等は大きく残され
　　　　　　　　　　　　　　　　　働ていることが指摘されるに至っている。
　ここで，「情報格差」という新しい概念は，近年の交通通信情報技術の著し
い進展による「情報化」の概念を前提するものであるがこの場合，情報の「送
り手」の側からみれば，政治，行政上の情報，金融（国際金融を含む），経済，
技術，学問，文化，芸術，などにかかわる情報とその専門の伝達機関（内閣，
政党本部等による広報，新聞社，放送局，テレビ局，研究所，出版社，業界
各出版社等）などがあり，情報の「受け手」としての企業，各業界，学校，
各種団体，個人が如何にこういつた情報にスピーディに接し得る機会を得る
かの問題がある。また，空港，新幹線等を含む交通通信情報網などのインフ
（16）吉岡健次氏は『現代日本地方財政論』（東洋経済新報社，1963年）の中で，地方財政
　調整制度は地域経済の均等化機能と共に不均等化機能をも有している点を指摘されて
　いる。これは，地方財政調整制度を通じてもたらされた高度資本蓄積の結果であろう。
（17＞この点については，たとえば，伊藤善市「地域開発一交通体系の整備から」『日本
　経済新聞』1984年7月2日。
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ラストラクチュアの地域ストックの現状，これにともなう地域から中央（わ
が国では首都東京），中央から地方へのアクセス及びとくに重要な中央情報へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）の地方からのアクセスの差異等が問題となっている。
　上記のうちで，地域における情報伝達機関のストックをみると，いわゆ
る中枢管理機能の三大都市圏集中とりわけ東京圏への集中の実情を反映して
なお・地域格差は大都市圏と地方圏とではかなり著しいものがあるとされてい
　　　　　　　　　　　テ　　ク　　ノ　　ポ　　リ　　スる。この点は，いわゆる技術集積都市の地方立地にともなう技術，情報機能
の地方分散化が云われている80年代中葉の昨今もそれ程変化しているとはい
えない。元来情報機能は，現代国家の安全保障と危機管理のための重要な国
家権力装置・機能の一環をなすものでもある。高度技術及び情報に関連する
施設や産業の集積は，三大都市圏，とりわけ首都東京（例えば丸の内一四谷・
新宿一八王子周辺）及び東京圏（例えば千葉・埼玉一成田一筑波学園都市周
辺）に集中する傾向がみられるのであり，この意味では，新たな情報の中央
集中化が進む可能性も否定できない。一方，地方風では，各ブロックの中枢
管理機能をになった都市（新全総計画で位置づけられた三大都市以外の札幌，
仙台，広島，福岡など）の位置が相対的に高く，ブロック内での新たな都市
間格差や地域格差を生み出す要因ともなっている。
　第2に，人間の定住環：境をめぐる格差である。今日，一定地域一大都市
や中都市のほかに農山漁村を考える一における人間の生活する環境を前提
にした検討視角が重要となってお・り，この場合大都市圏の定住条件の相対的
な低下（とその再生）をめぐる問題がある。近年の三大都市圏の過密化にと
もなう企業活動への制約と共に大都市の居住環境の相対的な悪化が，大都市
（18）中央から地方へ，地方から中央へのアクセスの差異の一つに，地方空港等の未整備
　にともなう東京からの時間距離の格差を上げる声も強い。この点では例えば中四国地
　方よりも大型空港をかかえる九州諸県の方が東京への近接感もあり，工業立地等（と
　くに臨空型産業）に有利に作用しているとの見方も生まれるに至っている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）の衰退化への萌芽を生み出す可能性を生み出したからである。もっともわが
国では，大都市の企業活動の衰退，人口の大都市外延部及び地方圏への流出
は，アメリカの巨大都市ニューヨークなどのケースとは異なり，また，大都
市三間でも大阪圏の都心部の企業活動の減退に比べて名古屋圏のそれは異な
り，また首都東京圏の集中力と外延的拡大の力はなお・大きいなどそれぞれニ
ュアンスを異にしている。
　第3に，資本主義的な分業化の進展は，大都市過密と農山村の過疎を促進
させるが，同時に，大都市の居住環境の悪化，インナーシティ問題に関する
アメニティ（居住の決適性）の喪失化と対照的に，地方都市及び農山村地域
の自然的・地域的な個性をになった産業・文化が独自の意義をもつに至る側
面をみられるに至っていることである。それは，地域の自然・歴史・文化の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）
掘りおこしと個性化，総合化による新たな地域自治の再生の課題（→分業の
究極的な止揚）を大きくクローズアップさせてくる契機ともなっているとい
えよう。
　この意昧で，地域的不均等と均衡化（＝平等化）の命題は，単に住民一人
当りの分配所得，1人当りの税収といった数量的局面にとどまらず，通信・
（19）経済企画庁国民生活局・国民生活課編『図でみる生活自書』（昭和57年版国民生活白
　書）を例にみても，大都市圏の居住環境は，①東京圏，大阪圏のずば抜けて高い住宅
　地価格，がもたらす②大都市勤労世帯の「住宅取得能力」の低位性，③低い都市の持
　家率（昭和55年現在市部55％，郡部82％〉④大都市圏の借家に占める最低居f主水船留
　満世帯割合の大きさ（京阪神大都市圏，京阪大都市圏で30％を超える）などに示され
　ている。これに加えて，大都市の大気汚染，騒音その他の公害環境問題，交通事故の
　多発，混雑現象にともなう経済活動の停滞，巨大ビル・高速道路等の建設にともなう
　都市景観の破壊，地下街建設にともなう災害多発の危険性等としてあらわれている。
　インナシティー問題の浮上を今日の地域経済の不均等化の中でどのように位置づける
　かであろう。なお，地域的不均等発展論を量（経済力諸指標）から質（価値的，空間的）
　への視点を含めてみてゆく考え方に，中村剛治郎「地域経済の不均等発展と地域問題・
　地域開発（1）」「経済研究」（大阪市立大）第136号，1975年3月所収，がある。
（20）この点拙稿「現代の過疎をめぐる基本問題と対応」，日本科学者会議中国地方区シン
　ポジウム記録『過疎はいま……』1985年8月，参照。
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情報をはじめさらに文化，生活環境，アメニティといった地域生活の質的側
面にまで深く及んできており，この面での不均等化とそこでの地域個性化に
よる住民の定住条件形成の課題が大きくクローズアップされてきている。戦
後島氏の問題提起にはじまる地域経済の不均等発展論は，いまこの面で新た
な局面と検討視角を要請されるに至っているといえるだろう。
〈あ　　と　　が　　き〉
　本稿は，本学部故淡路憲治教授への追悼論集の拙文として記したものである。筆者は，
ご生前の淡路教授からは，近年になって学問的に多くの示唆を受けた。とくに，マルクス
の経済学批判体系のプラン問題に対する先生の木下悦二元九大教授の主張（最近では『資
本論体系』8木下悦二・村岡俊三編「国家・国際商業・世界市場」有斐閣，1985年8月，
所収に集約されている）への評価や近年の先生のこ著書『西欧革命とマルクス，エンゲル
ス』1981年，に収められた論文「パリ・コミューンとマルクス」等からは，今後の地方自
治論を考える上で多くの示唆を受けた。問題はなお解決したわけではないが，これらにつ
いても最早先生のご見解を直接聞けなくなったことは誠に残念である。先生のご冥福を心
からお祈りしたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1985年8月）
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